
ワークプレイスは自分で選ぶ時代へ
新しい働き方としての近未来オフィス
このところ「モバイルオフィス」や「モバイルワーク」という言葉を耳にする機会が増えてき

た。

情報機器が発達したおかげで、固定された自分の席にこだわらず、

どこでも自由に仕事ができるようになってきたためである。

このような「モバイルオフィス」の導入を検討していても、

成功するという確信が持てずにためらっている企業は多いことだろう。
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●営業の効率化と施設運営費の削減のため

　グループアドレスを導入

 

　箱崎オフィス新設の目的は、都内十数箇所に分散していた営業系オフ

ィスの統合とグループアドレスの採用による営業業務の効率化と施設運

営費の削減だった。バブル経済により賃料が上昇した80年代の後半に施

設運営費が急増し、その削減が大きな課題となったのだ。

　89年の新設時に、まずはグループアドレスを導入。事前の調査によると、

平日の昼間に自分の机で仕事をしている営業職は３割にも至らない。そ

こで営業職の各グループに対して、４人に３席の割合で共用席を用意し

たのだ。グループ単位の席にしたのは、担当者の不在時に客先からかかっ

てきた電話を秘書や同僚が受けるためだった（当時は携帯電話やPHSが、

まだ一般に普及していなかった）。

　しかし、時間が経つにつれて電話の設定解除や移動式キャビネを戻さ

なくなり、次第に机が専有化されて席が足りなくなってしまう。そのため

職場で不満の声が上がり、グループアドレスの見直しが図られることと

なった。

●フレキシブルオフィスの導入で不満解消

 

　そして93年には、フレキシブルオフィスを構築。間に仕切りのない横長

の机を導入し、机を柔軟に使えるようにした。これにより、片袖サイズと

狭いながらも、ノート型パソコンを使えば全員が座席と電話が確保でき

るようになり、不満は解消した。人が少ない時はひとつの机を2人か3人で、

ゆったりと使ってかまわない。また、それまで4人で使っていたのと同じ

スペースを最大で8人が一度に利用できるようになり、スペース効率の向

上も図られた。

●情報機器の活用でモバイルワークを実現

 

 しかしフレキシブルオフィスだけでは、根本的な業務の改善にはつなが

らない。より仕事の効率や社員の満足度を上げるために箱崎オフィスで

は、95年から97年にかけてモバイルオフィスの導入が推進されてきた。

　席の配置に関するかぎり、モバイルオフィスとフレキシブルオフィス

は何も変わらない。この両者に違いをもたらしているのは、パソコンや電

話などの情報機器とグループウエア（情報を共有・活用するためのツール）

などによる情報技術だ。

　まずは営業系社員に薄くて軽いノート型パソコンを貸与。電話機も、そ

れぞれの社員に構内型のPHSを配布した。それと並行して、電子メールや

グループウェアの活用によるペーパーレス化を推進。営業職が作成する

約240種類の伝票に関しては、これまでに全てペーパーレス化を完了して

いる。社外から送られてきたFAXもグループウェアに取り込み、どこでで

も見ることができる体制を整えた。これらの機器を活用すれば社員は、ど

こにいても仕事をすることができる。自分の席にこだわる必要は何もな

い。自宅や客先、サテライトオフィスなどからパソコンを社内のネットワ

ークに接続しさえすれば、社内にいるのと全く同じように仕事ができる

のだ。

　また、箱崎オフィスには、ドロップインオフィスが用意されている。他

のオフィスから箱崎オフィスへ訪れてきた社員が、パソコンを使って作

業するための席だ。

                                                                             

●モバイル化のための手法と効果

 

 モバイルワークを行う社員も、全く単独で行動するわけではない。若い

社員には所属長や先輩社員が指導を行う体制をとっているのだ。毎日の

行動予定や結果に関しては、グループウェアでの報告が義務づけられて

いる。給与計算のための勤務記録は自己申告制で、営業系社員の評価は、

以前から成果主義を採用。自己管理能力を持った社員でなければ、モバイ

ルワークは認められない。なお、週間計画をきちんと提出する、メールは

必ずチェックするなどが義務づけられている。

 

 モバイルオフィスの導入により自宅や社外で仕事をする社員が増えた

ため、オフィスのスペースを３割ほど空けることができた。ここに新入社

員や他事業所からの営業系社員を引き入れ、一層の業務効率向上を図っ

ている。しかも電話機はPHSなので、通信設備のメンテナンス費用も少な

くて済む。これらのコスト削減により、投資した費用は2年で回収できる

見込みだそうだ。

 

 このモバイルオフィスによる効果として、スペースのほか、同社では下

記のような数字を掲げている。

接客時間　30%増加

通勤時間　20%短縮

業務効率　15%向上

もちろん作業の自由度や「ゆとり」の発生など、数字に表れない効果も大

である。

モバイルオフィスで施設運営費削減に成功
日本アイ・ビー・エム株式会社  箱崎オフィス
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　最近では、ほとんどの仕事がパソコンを使って行えるように

なっている。仕事で使うデータを全てディスクに取り込んでし

まえば、大量の書類は必要ない。電話機も固定電話にかわって、

携帯電話やPHSなどの移動型端末を使用する企業も少なくない。

　今やパソコンと移動型の電話機さえあれば、どこででも仕事

ができる。「自分の席」にとらわれず、自由にワークプレイスを選

べる「モバイルワーク」が可能となったのだ。

●出先や拠点間を移動しながら仕事をするのがモバイルワーク

 

 「モバイル」という言葉を聞いた時、社外で仕事をする姿を思い浮か

べる人が多いのではないだろうか。

　もちろんノートパソコンと携帯電話を持ち歩き、移動中の車内や

屋外で仕事をするのも「モバイルワーク」の一例だ。しかし「モバイル

ワーク」の形態は、必ずしもそれだけに留まらない。

1.自宅や近所の小規模なオフィスで、情報機器を使って仕事をする  

　SOHO

2.住宅地に近い郊外型のサテライトオフィス

3.自分が所属する事業所ではなく、同じ会社に属する別の支店や   

　営業所など

これらの拠点間を移動し、そこに備えられている機器を使って仕事

をするのも「モバイルワーク」だ。この場合、それぞれのオフィスは「モ

バイルオフィス」と呼ぶことができる。

●オフィス内で席を移動するのもモバイルワーク

 

　最近では各自の席を固定せず、社内のどこで仕事をしてもかまわ

ないという形態のオフィスも登場しはじめた。オフィス内のテリト

リーが固定されていないことから、このようなオフィスは「ノンテリ

トリアルオフィス」と呼ばれている。このように、社員がオフィスの

中を自由に移動して仕事をするのも「モバイルオフィス」の一例だ。

  すなわち「モバイルオフィス」は、大きく二つに分けてとらえるこ

とができる。社内で席を移動するケースと、別の拠点や外出先で仕事

をするケースの二つだ。しかし、この両者には共通点も多い。今回の

特集では実際の事例を参考として、「モバイルオフィス」を導入する

ための条件や、その利点と問題点を検証してみよう。

日本アイ・ビー・エム株式会社

FMS事業開発部 副部長    杉山 孝氏

IBM入社以来25年間に渡って日本IBMのFMerとして働く。1992年からの6年間は不動産
建設部門の技術責任者として、主に施設のスリム化やリノベーション/リニューアルの指揮を執る。
現在、JFMA養成・普及委員会委員長。
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箱崎オフィスへ訪れてきた社員が使用するために設けられたドロップインオフィス

グループウエアを活用して、どこででも書類を見ることができる環境を整えている

（オフィスマーケット東京　99年5月号掲載）



行う業務にあわせて席を選べるオフィス
コクヨ株式会社  霞が関オフィス

●顧客に最新のオフィスを提案するための実験場

 

　コクヨは顧客企業に対し、そのオフィスづくりを提案するのが本業だ。

責任を持って顧客に新しい形態のオフィスを勧めるためには、決して失

敗しないという保証が欠かせない。そのためコクヨでは、自ら身を持って

ノンテリトリアルオフィスの実験を行っている。それまで品川の自社ビル

にいた営業部隊が97年に霞が関へ移転した際、新オフィスをノンテリト

リアルにしたのだ。しかもリーズナブルな費用で構築することができな

ければ、顧客に勧めるわけにはいかない。そこで霞が関オフィスの構

築に際しては、徹底的なコスト削減を心がけたという。

●行う作業に応じて、それに適した席へ移動

 

 　霞が関オフィスのコンセプトは、「適業適所」。自分が行う作業に応じ

て、それに適した場所を各自が選ぶというものだ。

  各自の席が固定されているオフィスでは、全ての作業を自分の机で行

おうとする。しかし一般的な事務机だと、A1大の設計図などを広げるこ

とは難しい。かといって、社員の全てに大きな机を用意するのは無駄だ。

  ならば事務作業には事務用のスペースを、図面を広げるためには専

用の大きなテーブルを用意して、社員の側が必要に応じ適した場所へ

移動すればいいのではないだろうか。そんな発想のもとで霞が関オフィ

スでは、それぞれの作業に応じたスペースが配置された。個々の社員

に対しては、ノートパソコンとPHSを配布。霞が関オフィスで勤務してい

る社員は約400名だが、社内にはネットワークのポートが770以上も備

えられている。そこへ自分のノートパソコンを接続すれば、どこからでも

ネットワークへアクセスできるのだ。

●移動することで気分転換になり能率が向上

 

　とはいえ無論、全員がモバイルワークを実行できるわけではない。も

っぱらデスクトップ型のパソコンを使う人は、どうしても席が固定される。

営業の補助を行うアシスタントも、居場所を固定しておくべきだろう。誰

かが仕事を頼もうとした時、どこにいるのかわからなければ困るからだ。

　だが一般の社員に関しては、どこで仕事をしても構わない。その日の

気分や行おうとする作業に応じ、どこでも好きな席を選ぶことができる。

席を変えることで気分転換になり、作業の効率が上がるという効果も見

落としてはならないだろう。

　しかも同僚や上司から離れて仕事をするのであれば、必ずしも社内に

いる必要はない。社内のネットワークに接続さえすれば、社外でも全く

同じ状態で仕事ができるのだ。そのことに各自が気づいた結果、社外

で仕事をする社員が一気に増えたという。グループウェアなどの活用で、

書類のペーパーレス化も進んだ。

●スペースとランニングコストを節約

 

  コクヨでは、このようなノンテリトリアルオフィスの採用により、約1割の

スペースを節約できたそうだ。3割ほど減らすことも可能だったが、浮い

た分のスペースはリフレッシュコーナーなどに還元したため、結果として

1割の削減に留まったのだという。

  しかも将来、組織の変更などがあった際でもレイアウトの変更は必要

ない。電話はPHSだから、電話工事も不要だ。誰かが転勤する場合でも、

後任者にPHSの端末を渡すだけで済んでしまう。このようなランニング

コストまで考慮に入れた場合、ノンテリトリアルオフィスは実にコストパフ

ォーマンスが高いと言えるだろう。

  社員同士の情報交換が滞るという懸念に対しては、グループウェアと

共同スペースの活用により解決が図られた。リフレッシュコーナーなど

社員が集まる場所を利用し、そこで自然に情報の交換（インフォーマル・

コミュニケーション）が行われるように図られているのだ。

　また、上司と部下のコミュニケーションが不足するという懸念に対して

は、発想を切り替え、上司が気になる部下の近くに座るということで解

決した。

 新しいオフィス構想には、こういう発想の転換は不可避であるとの考え

が根底にある。

コクヨ株式会社

BC営業本部 東京営業開発部長    伊澤 成人氏

1981年にコクヨに入社。以来、一貫して開発営業部門に所属し、各企業のオフィス計画、
ショールーム企画、再開発計画等を担当している。1998年10月より、東京営業開発部長を務めている。

プライスウォーターハウスコンサルタント株式会社

総務部 マネージャー    信太 智秀氏

恵比寿ガーデンプレイス移転や恵比寿オフィスリニューアルのプランニング、プロジェクトリーダーを勤める。
（社）ニューオフィス推進協議会「高度情報通信社会におけるオフィスのあり方検討委員会」委員。
（社）日本ファシリティーマネージメント推進協議会会員。

働き方にあわせて最適なオフィス形態を構築
プライスウォーターハウスコンサルタント株式会社

モ
バ
イ
ル
オ
フ
ィ
ス
大
研
究
！！

モ
バ
イ
ル
オ
フ
ィ
ス
大
研
究
！！

●オフィスはコラボレーション（共同作業）のための場所

 

　プライスウォーター

ハウスコンサルタント

がオフィス作りのコン

セプトにしたのは、

「Office Everywhere」と

いう理念。すなわち「ど

こでもオフィス」というわ

けだ。

　パソコンや移動型の

電話機などを活用すれ

ば、どこにいても仕事

をすることができる。行

おうとする仕事にあわせて、最も生産性が高くなる場所を各自が選べばいい。

静かな環境で集中したい時には、自宅で仕事をすればいいだろう。顧客との

コラボレーションのためには、客先で仕事をするのが最適かもしれない。オフ

ィスは社員同士、もしくは訪問してきた顧客とコラボレーションするために使

えばいいという発想だ。そのため恵比寿にあるオフィスは、徹底してコラボレ

ーションに適した造りとなっている。個々の社員ごとに固定された席はなく、

オフィス全体がフリーアドレスになっているのだ。役員用の個室はあるが、そ

れも本人が不在の時は社員がミーティングなどに使っていいとされている。

●フリーアドレスで3倍の人数を収容

 

　94年に同社が高輪から今の恵比寿へ移転した際、まずはチームアドレスを

採用し、オフィスの広さを25%ほど削減。社員のチームごとに机を用意し、その

中のどの席へ誰が座っても構わないことにした。IBMのグループアドレスと同

じ手法だ。しかしその後、社員の数が増えてきたため、チームアドレスから全

社的なフリーアドレスへ移行することにしたという。

　94年の移転時と比べると、オフィスの面積は倍近くになっているが、コンサ

ルタントの働くチームアドレスのスペースは増えていない。この間、コンサルタ

ントの人数は3倍以上に増えているのにだ。もともとコンサルタントの在席率

は3割程度だったため、3倍に増えても収容できているらしい。床面積が増え

た分は、プロジェクタを備えたミーティングスペースなどとして利用されている。

　ただし同社の場合、スペースコストを減らすためにフリーアドレスを採用し

たというわけではない。仕事にあわせたオフィス作りを目指したところ、結果

としてスペースコストが減少したのだ。個人の机が存在しないため、組織変

更の際にもレイアウトを変更する必要はなく、移動する際の経費もかからない。

●情報機器の活用でペーパーレス化を実現

 

  フリーアドレスへの移行に成功した一因は、徹底したペーパーレス化の実

践だ。紙の書類を使って仕事をしていると、どうしても個人の机が必要にな

ってしまう。そこで書類のデジタル化を進め、各自がノートパソコンを持ち歩

いて仕事する体制を整備した。仕事のノウハウなどの情報は、グループウ

ェアで管理。それ以外にチームで共有する情報は、サーバ内の共有フォル

ダに保存して、いつでも誰もが参照できるようになっている。オフィス内の各

テーブルにジャックが備えられており、自分のノートパソコンとつなぐことで

社内のネットワークに接続できるのだ。連絡手段としてはPHSの他、ボイス

メールも日常的に活用されている。

●生産性の向上分を年俸として社員に還元

 

　同社の場合、コンサルタントに関しては就業規則上の勤務時間を強制し

ていない。より早く顧客に満足を与えられるよう、必要に応じて臨機応変に

柔軟な対応をとるためだ。報酬は年俸制で、そのうちの3割はサービスの質

や顧客の満足度によって変動する。

　情報の共有、ペーパーレス化によって生産性が上がるというだけでは、な

かなか全ての社員が前向きに取り組む体制を整えにくい。そこで同社では、

より多くの価値を生み出した社員に対して、その分の報酬を支払う制度を

整備した。このような勤務体制と評価制度があればこそ、フリーアドレスへ

の移行をスムーズに進めることができたのだろう。

　もちろん管理・事務系の社員に関しては、外とのインターフェイスが多いた

め、紙を使いやすい環境を用意している。業務にあわせた環境づくりは、ひ

とつのポイントといえる。

席が固定されていないため、必要な書類を
保管するための自分専用のキャビネットを設置

プロジェクタ6台を使える環境は、
訪問してきた顧客とのコラボレーションにも最適

コンサルタントが集まるフリーアドレスオフィスでは、
人数が3倍に増えても収容できるほど、スペースに余裕がある

業務内容にもよるが、その日の気分や作業内容に応じて好きな場所で仕事ができる

（オフィスマーケット東京  99年5月号掲載）



出先での作業に便利なスペースが東京駅に出現
DESK@（デスカット）

●「どこでもオフィス」の時代が到来

 

　モバイルワークをする場合、その場所は自分のオフィスでなくても構わ

ない。外回りの営業中に作業を行う必要が生じた時は、最も近いサテラ

イトオフィスへ行けばいい。

　このように社外でも作業を行える場所が、ビジネス街のあちこちにあっ

たら便利だろう。そんなニーズに応えてくれるのが、「ビジネス・コンビニ

エンス」を提唱しているキンコーズ。東京の主なビジネス街ならば、たい

てい近くにキンコーズの店舗があるはずだ。大阪や名古屋や博多にも、

それぞれ数店舗づつが出店されている。

●何でもできる「ビジネス・コンビニエンス」

 

　キンコーズの店内には、WindowsやMacintoshのパソコンが置かれたブ

ースが用意されている。MOドライブとスキャナなどの周辺機器も接続さ

れているので、たいていの作業が行えるだろう。NiftyServeやBIGLOBE

などのプロバイダと専用線で接続されているから、インターネットのWeb

サイトは見たい放題。さらに、それらのプロバイダに加入している人なら、

キンコーズで電子メールの送受信も可能だ。

　しかも一般的な事務作業なら、ほとんど何でも店内で済ませてしまえる。

単にコピー機が備えられているだけでなく、切り貼りなどを行うための作

業台や道具まで用意されているのだ。少しばかりテクニックが必要な作

業や、自分で作業する時間がない時は、店内のスタッフに頼んでしまっ

てもいい。書類の製本に関しても、数種類の方法が用意されている。背

の部分を熱で糊付けする方式やテープ製本、さらにはスケッチブックの

ようなリング製本などだ。他にも写真の現像と焼き増し、さらには名刺の

作成やラミネート加工など、受け付けているサービスの種類は数多い。

●外出が多い営業職に便利な多店舗展開

 

　キンコーズは70年に米国で、コピー屋として営業を開始した。ある日ス

タッフが忙しく、客が自分でコピーをとったことからセルフサービスが始ま

ったのだという。むしろ今では客が自分でコンピュータを使って作業する

ための場所として、全米に店舗網を広げているようだ。米国は国土が広

く、会社の所在地も分散しており、営業のためには遠距離を動きまわら

なければならない。その途中でいったん自分の会社へ戻るということは

難しく、そのため出先で作業のできる場所が求められていたのだろう。

　キンコーズの店舗がビジネス街の各地にあれば、そのネットワークを

活用した使い方が考えられる。たとえば新宿の本社から茅場町へ向かっ

ている途中、自分の会社や取引先から、急に何かの資料を送ってもらう

必要が生じたとしよう。その時は電話をかけて、キンコーズの茅場町店

へFAXを送ってくれるように頼めばいい。そうすれば必要な資料のFAXを、

茅場町へ着いてからキンコーズで受け取ることができるのだ。

●オフィスや事務作業の合理化にも貢献

 

　さらにキンコーズ・ジャパンでは、国土が狭く地価が高い日本ならでは

の利用方法も提案している。

  もしも100mか200mの距離にキンコーズの店舗があれば、その範囲内

にあるオフィスはコピー機や製本機などを個々に備えなくてもいい。それ

らの作業は全て、キンコーズで行えばいいわけだ。そうすれば個々のオ

フィスは、その分の機器代や設置・作業スペースなどを節約できる。

　自分の会社がペーパーレス化を実現していても、客先での営業活動な

どには紙の書類を必要とする場合が多い。だが、最近では「モバイルオ

フィス」として使える場所が街中に増えてきた。これらを活用することで今

後、モバイルワークの可能性はますます広がっていくだろう。

●コクヨの理念から生まれたDESK@

 

　オフィス家具やサプライズのメーカーであるコクヨ

の企業理念は、オフィスに関するあらゆるソリュー

ションを提供する「オフィスインテグレーター」である。

単にハードを提供するのみならず、顧客である企

業が、生産性や営業戦略に、モバイルを取り入れ

るなら、そのモバイルの仕組みを提供しようと考え、DESK＠の企画が

生まれたのである。そしてより多くの企業が最も有効に活用出来る場

所をということで、東京駅に狙いをしぼった。JR東日本にこの企画を提

案し、JR東日本と共に作り上げたのがこのモバイルスポットオフィスの

DESK@TOKYOなのである。具体的な活用例を挙げると、例えば、外回

り中心の営業職は、いくつもの客先を次々と訪問する場合が多い。見

積りや報告書などの作成を会社へ戻ってからまとめて行うと、帰宅す

るのが遅くなってしまう。そういう時にDESK@に寄りそのまま帰宅。さら

に、ひとつの企業を訪問してから、次の企業を訪問する前に立ち寄っ

てDESK@で作業をして顧客訪問時間を増やすという事もできる。

●ノートパソコンを持ち込んで作業が可能

 

　DESK@は東京駅の構内にあり、八重洲北口の改札から歩いて1分も

かからない。店内にはブース席や個室の他、椅子に簡易テーブルが

付いた「ソファ席」など、合計で40近い数の席が用意されている。それ

ぞれの席に備えられているのは電話とモジュラージャック、それから

ISDNのポートだ。一部にパソコンも用意されているが、ほとんどの席

には設置されていない。原則として利用者は、自分のノートパソコンを

持ち込んで使うことになる。

　カウンターで頼めば、作成したデータのプリントアウトも可能だ。書類

のコピーをとったり、FAXの送受信もできる。筆記具やフロッピーなども

販売しているので、急に必要が生じても文房具店やコンビニへ駆けつ

ける必要はない。カラーコピーや製本やDPEに関しては、外部へ取次

ぐという形で対応している

●集中して作業に専念できる安心な空間

 

 タッチダウン・オフィスとして使うための場所を、東京駅の近くに探して

いる企業は多いだろう。しかし一社で狭い部屋を借りると、かなり割高

になってしまう。そのような企業にとっては、DESK@を活用すると便利

なのではないだろうか。郊外にオフィスを持っている企業やSOHOの人

が都心部にある客先の企業を訪れる時も、DESK@を中継基地として

使えばいい。

　もちろん中には喫茶店や、公園のベンチで充分だという人もいるだろ

う。しかしDESK@ならば周囲が静かなので、それらの場所を利用した

場合よりも作業に集中できる。また、女性の人が出先で仕事をする場

合には身の安全の確保にも気を配らなければならない。その点でも

DESK@ならばスタッフが常に控えているし、不審者は入りこんでこない

から安心だ。

●モバイルワークを気軽に体験

 

　モバイルワークやモバイルオフィスを導入したいと思っても、実際に

実現するためには費用がかかる。その効果や便利さが定かでないう

ちから投資を行うことはできないというのが、多くの企業における実情

だ。

  そのような場合は、まずDESK@のような場所でモバイルワークを体

モ
バ
イ
ル
オ
フ
ィ
ス
大
研
究
！！

モ
バ
イ
ル
オ
フ
ィ
ス
大
研
究
！！

キンコーズ・ジャパン株式会社

東銀座店  店長 新村 雅彦氏

パソコン周辺機器開発SE＆営業や財団職員（システム担当）などを経て、
1996年9月キンコーズ京橋店にキーオペレータとして勤務。
1997年5月　キンコーズ茅場町OPENと共に店長勤務。1999年３月　キンコーズ東銀座店店長勤務。現在に至る。

街中が「モバイルオフィス」になる時代
キンコーズ・ジャパン株式会社

●モバイル無料体験チケット
このページをコピーしてDESK@へ持

参すれば、ソファ席かブース席を30

分間に限り無料で利用できます（電

話や通信回線の利用など、オプシ

ョンのサービスは有料）。

DESK＠には、より集中して仕事ができるように雑音を遮断する
個室も用意されている

店舗内を見渡すと、まさに「ビジネスコンビニエンス」という言い方がふさわしい

ブース内は、パソコンの他にMOドライブやスキャナなどの
周辺機器が接続されている
その場でドキュメントを作成することもできるし、
タイムシェアでブースだけのレンタルも可能だ

東京駅構内にあるため、地方と東京を結ぶターミナルオフィスとして利用できる

TEL.03-5293-9450

（オフィスマーケット東京　99年5月号掲載）



●モバイルオフィス導入のための条件

1 ノートパソコンによるペーパーレス化

2 移動型電話機の採用

3 グループウェアなどによる情報共有

4 成果主義の報酬制度

5 フレックス勤務制度

　かつては仕事に使う書類を手元に置いておくため、各

自の机が必要だった。しかし必要な書類や情報をノート

パソコンに取り込んで持ち歩けば、どこででも仕事がで

きるようになる。携帯電話やPHSを活用すれば、自分の席

の電話機に縛られる必要もない。

　同じ部署の社員同士が近くに座るのは、共同作業や情

報の交換を行う上で便利だ。しかし社内ネットワークや

グループウェアなどを活用すれば、直に顔をあわせなく

ても共同作業や情報共有が可能となる。

 日本では勤務時間に対する報酬制度を採用している企

業が多く、社員の勤務した時間を会社が把握するために

は全員を同じオフィスへ集める必要があった。しかし成

果主義の報酬制度に改めれば、もはやその必要はない。

●オフィスは画一化から「パーソナル化」へ

 

1 社員が自分で自分の仕事のスタイルを選ぶ

2 どのような働き方が適しているのかワークスタイル

の観点　からこそ考えていくべき

　モバイルオフィスというのは、決して「個人の席」がな

くなってしまうオフィスのことではない。仕事上の必要

や好みに応じて社員が自分で自分のワークプレイスを

選べるという、「パーソナル化」が進んだオフィスのこと

なのだ。

　今までのオフィスでは、空調や照明まで含めて環境が

画一化されていた。しかし仕事がしやすく効率も上がる

環境は、個人の好みや作業の種類ごとに異なっている。

客先の近くで行った方が効率的な作業もあれば、個室の

方が集中できるという場合もあるだろう。それぞれの人

や作業に応じて最も適した場所を選べば、結果として生

産性も向上するはずだ。そのためには様々な環境のワー

クプレイスが用意され、自由に選べるようになることが

望ましい。

●モバイル化は、お客様や社員、

   ひいては社会にも貢献する

 

　オフィスのモバイル化は企業だけでなく、社員の側に

とっての利点も大きい。行おうとする作業や自分の好み

に適した場所で仕事ができれば快適だ。自宅での勤務や

直行直帰が可能となれば、通勤苦を味わう必要もない。

出先で事務作業を済ませてしまえば、時間的な「ゆとり」

も生じる。その結果として顧客に接する時間が増えれば、

顧客の満足度も向上するだろう。あるいは、その分の時

間を自己実現のために費やすことも可能だ。

　社会全体でモバイル化が進めば、遠距離通勤の困難な

障害者や主婦や熟年者なども就労しやすくなる。通勤者

が減ることで混雑が緩和されるし、二酸化炭素などの排

出量が減るので環境対策としても効果的だ。

モバイルオフィス成功の秘訣

●成功の秘訣は段階的な導入 

　オフィスのデジタル化や社会的なニーズを考えると、いずれ近い将来においてはモバイルオフィス

が時代の流れになるものと予想される。しかしモバイルオフィスは、単にオフィスの形だけを変えて実

現できるものではない。仕事のスタイルそのものが大きく変わらねばならず、そのためには時間も必要

だ。一方で、社内のリフレッシュコーナーなどにネットワークのポートを備えただけでもモバイルを体

験することができる。先の紹介事例のように、モバイルオフィスの導入を成功させるためには、一部の

部門から段階的に始め、徐々に対象を広げていくなどの工夫が成功の秘訣のようだ。
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（オフィスマーケット東京　99年5月号）


